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別記７

用材林補償算定要領

１．定 義

用材林とは、建築・家具等の木材の用に供するものとして予定されている立木の集合

体で、燃料用途以外のものをいう。

２．分類及び対象樹種

ス ギ

人 工 林 針葉樹 ヒノキ

マ ツ

用材林

針葉樹・・・・・ スギ、ヒノキ、マツ、カラマツ等

天然生林

広葉樹・・・・・ ケヤキ、カシ、クヌギ、クリ、ブナ等

注）天然記念物、銘木及び特殊な樹種（キリ等）については、地域の実情を勘案のう

え別途算定するものとする。

３．人工林の取得補償と伐採補償の算定式

（１）取得補償

① 適正に管理されている立木

【算定式】

伐期未到達で

補償額 ＝ 林木費用価（Ｈｋｍ）市場価格の

な い 場 合

・林家収益が黒字（プラス）の林令帯

補償額 ＝ 林木期望価（Ｈｅｍ）伐期未到達で

市場価格の

・林家収益が赤字（マイナス）の林令帯あ る 場 合

補償額 ＝ 林木費用価に準じて算定した額

※伐期収入が上限

補償額 ＝ 山元立木価格（Ｈｍ）伐期到達後立木
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② 適正な管理が行われていない立木

【算定式】

伐期未到達で

補償額 ＝ 林木費用価（Ｈｋｍ）× 管理程度補正率市場価格の

※市場価格のある立木の山元立木価格の最低金額が上限な い 場 合

・林家収益が黒字（プラス）の林令帯

補償額 ＝ 林木期望価（Ｈｅｍ）× 管理程度補正率伐期未到達で

市場価格の

・林家収益が赤字（マイナス）の林令帯あ る 場 合

補償額 ＝ 林木費用価に準じて算定した額 × 管理程度補正率

※当該林令における山元立木価格が上限

補償額 ＝ 山元立木価格（Ｈｍ）× 管理程度補正率伐期到達後立木

（２）伐採補償

【算定式】

伐期未到達で

補償額 ＝ 林木費用価（Ｈｋｍ）＋伐採除却費－発生材価格市場価格の

な い 場 合

伐期未到達で

補償額 ＝ 林木期望価（Ｈｅｍ）－山元立木価格＋４２条２項の損失額市場価格の

あ る 場 合

補償額 ＝ ４２条２項の損失額伐期到達後立木
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４．算定基準

（１）林木費用価（Ｈｋｍ）

植栽時から伐採時までに投下した育成経費（地価、管理費及び造林費等）の後価合

計額から、当該林令までの間に得た収入の後価合計額を控除して求める。

林木費用価（Ｈｋｍ）

＝（Ｂ＋Ｖ）{（１＋ｒ） －１}＋{Ｃ（１＋ｒ） ＋・・・}－{Ｄａ（１＋ｒ） ＋・・・}ｍ ｍ ｍ－a

地方各県における固定資産評価格を調査し、その平均額をＢ ：地 価 北陸

地価として認定する。

Ｖ ：管理費資本 当該山林経営上投下される森林組合費、森林火災保険料、森林見

回り費、固定資産税の年間経費の合計額を年利率で除して得た額

Ｖ ＝（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ）／ｒ

ａ：森林組合費 北陸地方各県林務主管課の賦課金徴収状況調査による。

ｂ：森林保険料 北陸地方各県の保険加入実態を勘案のうえ、森林国営保険の

標準金額払込保険の１０年一括によるものとする。

ｃ：見 回 費 林地の境界巡視、火災防火、病虫害防除、間伐除伐材の選定

等のための林地見回巡視費で農林水産省「育林費結果報告」

に基づき年間０.２２人（すぎ 、０.１９（ひのき 、０.１） ）

４（まつ）とする。

ｄ：固定資産税 地価認定額の１.４％とする。

ｍ ：当 該 林 令

Ｃ ：造 林 費 当該森林の造林に要する新植費、補植費、下刈、蔓切り、倒木起

、 、 「 」こし 伐除等の手入費等の経費で 農林水産省 育林費結果報告

に基づき算定した当該年度の金額に物価変動補正率により各年の

造林費を算出するものとする。

Ｄａ：間 伐 収 入 ｍ年度以前のａ・・・年度に得られた間伐収入。間伐年度は、北

陸地方各県林務主管課及び森林組合連合会等で実態を把握して決

定する。

ｒ ：年 利 率 国土交通省損失補償取扱要領第２１（１）に定める率

注）物価変動に伴う補正について、地価、管理費資本及び造林費に係る費用を対象

に次の算定方法により補正額を算出して費用価の算定を行うものとする。

造林費の補正額 ＝ Ｃ ×（ Ｐｃ'／Ｐｃ×0.8 ＋ Ｐｉ'／Ｐｉ×0.2 ）

（地価及び管理費資本に係る費用（Ｂ＋Ｖ）も同様 ）。

Ｐｃ ：補償額算定の属する年の全国総合消費者物価指数

Ｐｃ’ ：経費を投下した年の全国総合消費者物価指数

Ｐｉ ：補償額算定の属する年の投資財指数

Ｐｉ’ ：経費を投下した年の投資財指数

Ｃ ：補償額算定の属する年の単価により作成される各林令別造林費
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（Ｂ＋Ｖ）{（１＋ｒ） －１} ・・・・・・・ 地価及び管理費資本に係る費用の後価合計額ｍ

｛Ｃ（１＋ｒ） ＋・・・｝ ・・・・・・・ 各年度における造林費の後価合計額ｍ

｛Ｄａ（１＋ｒ） ＋・・・｝ ・・・・・・・ 各年度における間伐収入の後価合計額ｍ－ａ

（２）山元立木価格（Ｈｍ）

林令別立木売却価格から林令別伐採搬出事業費を控除して求める （市場価逆算）。

山元立木価格（Ｈｍ）＝ Ｍｍ×ｆ×｛ Ａ－ｂ）－Ｅ｝（

主伐材の素材市場価格については、農林水産省統計情報部発行Ａ ：素材の最寄

「 」 （ ） 、市 場 単 価 の 木材需給報告書 木材価格 月別 製材用素材価格を用い

地方の過去５か年のうち、最高、最低金額を除く３北陸・東北

年の平均額に材種別、径級別及び長級別の標準的出材割合を勘

案して決定する。また、間伐材の素材市場価格についても、同

様とする。

Ｅ ：事 業 費 当該立木を伐採後、その素材を搬出及び運搬して最寄市場におい

て販売するまでの伐採費、造林費、小運搬費及び運搬費等の経費

地方各県の林務（林務観光）部林務主管課におの合計額。北陸

いて標準的事業費を調査、勘案して決定する。

主伐材及び間伐材の幹材積のうち、木材としての利用可能な率ｆ ：利 用 率

については、関係機関の意見等を勘案し決定する。

Ｍｍ：材 積 当該立木の当該林令（ｍ年）における材積

市場価格には市場手数料が含まれている場合が多いため、関係ｂ ：市場手数料

機関の意見を勘案し、これを6／100と認定し、市場価格から控

除する。

（３）伐期収入（Ａｕ）

当該地方の慣行伐期時における立木売却価格から伐採搬出事業費を控除して算定す

る （慣行伐期時における山元立木価格である ）。 。

伐期収入（Ａｕ）＝ Ｍｕ×ｆ×｛ Ａ－ｂ）－Ｅ （市場価逆算）（ ｝

Ｍｕ：慣行伐期時の１ｈａ当たりの材積

その他の算定要素は前述（２）の山元立木価格と同じ。
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（４）林木期望価（Ｈｅｍ）

伐期における当該立木の前価額と現在から伐期までの純収益の前価合計額との合計

額で、具体的には伐期収入（Ａｕ）と現在から伐期までの間伐収入合計額を伐期時に

おける金額に換算した額の合計額から、現在から伐期までの地価及び管理費用の後価

合計額を控除した額に前価率を乗じて求める。

Ａｕ＋{Ｄｎ（１＋ｒ） ＋・・・}－（Ｂ＋Ｖ）{（１＋ｒ） －１}ｕ－ｎ ｕ－ｍ

林木期望価 ＝
ｕ－ｍ（Ｈｅｍ） （１＋ｒ）

Ａｕ：伐 期 収 入 前述（３）参照

Ｄｎ：間 伐 収 入 ｍ年度以後のｎ･････年度に得られるべき間伐収入

Ｂ ：地 価 前述（１）参照

Ｖ ：管理費資本 前述（１）参照

国税庁「財産評価基本通達」等を参考とし、すぎ６０年、ひのｕ ：慣行伐期令

き６５年、まつ５５年とする。

ｍ ：当 該 林 令

ｎ ：間 伐 年 度

ｒ ：年 利 率 国土交通省損失補償取扱要領第２１（１）に定める率

Ａｕ＝Ｍｕ×ｆ×｛ Ａ－ｂ）－Ｅ ・・・・ 伐期収入（前述（３）参照 ）（ ｝ 。

Ｄｎ＝Ｍｎ×ｆ×｛ Ａ－ｂ）－Ｅ ・・・・ 林令ｎ年における間伐収入（市場価逆算）（ ｝

｛Ｄｎ（１＋ｒ） ＋・・・ ・・・・・・ 各年度における間伐収入合計額の慣行伐期時におけｕ－ｎ ｝

る換算額

（Ｂ＋Ｖ）{（１＋ｒ） －１}・・・・・・ 当該立木の現在から伐期までの地価及び管理費の後ｕ－ｍ

価合計額

１／（１＋ｒ） ・・・・・・・・・・・・ 分子の前価額ｕ－ｍ

（５）伐期未到達で市場価格のない立木の伐採除却費

地方各県の幼令林の伐倒費又は地ごしらえ時の伐木費の標準的なものを調査北陸

し決定する。

（６）伐期未到達で市場価格のない立木の発生材価格

北陸地方において伐期未到達で市場価値のない立木の伐採による発生材は、利用価

値がほとんどないため現場放棄されるのが実情であること、また、現場放棄されない

としても、自家用の薪とする程度の利用状況であることから、発生材については考慮
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しないこととする。

（７）適正な管理が行われていない立木の補償

① 算定方法及び補正の適用について

適正な管理が行われていない放置山林等の立木については、次式の算定式により補

償額を求めるものとする。

補償額 ＝ 適正な管理が行われている立木の補償額 × 管理程度補正率

注）適正な管理が行われていない放置山林等とは、概ね１０年以上管理（間伐等）を

施しておらず、適正な立木密度が確保されていない山林をいい、次のa,bのいずれ

にも該当する場合とする。

a.「下刈り、枝打ち等が充分に行われていない状況」

b.「当該立木の１ｈａ当たりの植栽本数が、２令級以前の適正本数よりも上回っ

ている状況」

管理程度補正率の算出は、当該立木が適正な管理がなされていたと想定される林令

までに要した造林費、地価管理費等の後価合計額を、適正な管理がなされている場合

に当該林令までに要する造林費、地価管理費等の後価合計額で除して求めるものとす

る。

(Ｂ+Ｖ){(1+ｒ) －1}+Ｃ (1+ｒ) +Ｃ (1+ｒ) +･････+Ｃ (1+ｒ)ｎ ｎ ｎ-1
１ ２ ｎ

管理程度補正率 ＝

(Ｂ+Ｖ){(1+ｒ) －1}+Ｃ (1+ｒ) +Ｃ (1+ｒ) +･････+Ｃ (1+ｒ)ｍ ｍ ｍ-1
１ ２ ｍ

Ｂ ：地 価 前述（１）参照

Ｖ ：管理費資本 前述（１）参照

Ｃ 、Ｃ ･････Ｃ ：初年度、２年度･････ｍ年度に要した造林費１ ２ ｍ

ｎ ：直近の管理時点における林令

ｍ ：当該林令

ｒ ：年 利 率 国土交通省損失補償取扱要領第２１（１）に定める率

② 補正にあたっての調査算定方法について

管理程度の補正は植栽本数及び林令に応じて適用するものとする。

植栽本数の調査は、事業用地内に存する本数を基に１ha当たりの植栽本数を求める

ものとする。また、調査区域が当該山林の標準的な植栽本数を算出するのに不適当で

ある場合には、別途、当該山林の標準的な植栽本数が確保される位置で約10ｍ四方

（100㎡程度）の調査を行うものとする。
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例）事業用地面積：181.43㎡ 事業用地内に存する本数：24本の場合

1ha当たりの植栽本数 24 ×（10,000÷181.43）≒1,322本

林令の調査は、 からの聞き取り等を基本に調査を行うものとする。権利者等（※）

なお、都道府県が整備している森林簿等の写し等の資料を可能な限り入手に努める

こととし、また、権利者が森林組合の組合員である場合は、組合が保管している投下

経費明細票等の写しを入手し、これらの資料により適正に判断するものとする。

※ 権利者等とは、地元有識者（過去からの植林経緯や山林の管理等で事情に精通している者）を

いう。

（８）４２条２項に定める損失額

通常妥当と認められる伐採方法、伐採時期等を選定できないこと等による事業費の

増加額及び市場価格の低下額を補償する。

損失額 ＝ 事業費増加額 ＋ 市場価格低下額

事業費用増加額 ＝ Ｍｍ×ｆ×Ｅ×α

市場価格低下額 ＝ Ｍｍ×ｆ×（Ａ－ｂ）×β

Ａ ：素材の最寄 前述（２）参照

り市場単価

ｂ ：市場手数料 前述（２）参照

Ｅ ：事 業 費 前述（２）参照

ｆ ：利 用 率 前述（２）参照

Ｍｍ：材 積 前述（２）参照

関係機関の意見等を勘案し、その割合を３０％とする。α ：費用増加率

関係機関の意見等を勘案し、その割合を２０％とする。β ：価格低下率

５．用材林の廃材処分費について

用材林伐採時において、枝打ち等により発生する枝条部の処分については、原則とし

て、廃材処分費を計上しないものとする。

ただし、放置することにより、環境に影響を及ぼすような場合等で廃材の処分を要す

、 、 。るときは 専門業者からの見積を徴収する等して 廃材処分費を計上できるものとする

６．天然生林の算定基準
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【算定式】

（１）取得補償額 ＝ 損失補償基準第１８条第１項２号による額

（ ）＝ 損失補償基準第４２条第１項２号ロによる額 伐期立木価格前価額

＝ ０

（２）伐採補償額 ＝ 損失補償基準第４２条第１項２号による額

＝ 伐採除却費 ＋ 伐期立木価格前価額 － 発生材

＝ 伐採除却費

７．用材林補償金額算定

別添５立竹木調査算定様式により補償金額を算定するものとする。


